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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第107期

第１四半期
連結累計期間

第108期
第１四半期
連結累計期間

第107期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

営業収益 (百万円) 10,093 11,435 47,044

経常利益 (百万円) 429 965 2,301

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 151 846 1,841

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 578 500 1,094

純資産額 (百万円) 39,749 40,449 40,265

総資産額 (百万円) 93,206 86,393 89,092

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 2.50 13.96 30.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.7 45.7 44.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．当社及び連結子会社は、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は

記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（不動産業）

当社は、当社の100％子会社である広電興産株式会社を平成28年４月１日付で吸収合併いたしました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、テロ事件の増加やイギリスのEU離脱問題など海外経済に対す

るリスクはあるものの、政府・日本銀行の各種経済政策や金融緩和を背景に設備投資や雇用環境が改善し、景気は

穏やかな回復基調で推移しました。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、旅客輸送における設備の修繕をはじめとする安全確保の

より一層の強化や、顧客へのサービス向上を図り、各事業とも積極的な営業活動を展開して収益の確保に努めまし

た。

　平成24年７月に着工した石内東地区の大規模不動産開発プロジェクト「西風新都グリーンフォートそらの」につ

きましては、平成28年１月から開始した住宅用地の分譲を進めてまいります。

　また、八丁堀地区における再開発事業「（仮称）広島八丁堀共同プロジェクト」として、平成27年12月に新築工

事に着手した新ビル「スタートラム広島」につきましては、工事を安全かつ堅実に施工するよう工程管理を行って

まいります。

　さらに、広島市が事業主体である電車の広島駅前通り線の整備や、広島県と廿日市市が事業主体である宮島口整

備事業といった事業を関係機関と協力しながら推進するとともに、広島大学跡地の活用策「ひろしまの『知の拠

点』再生プロジェクト」といった新規事業にも取り組み、活力ある街づくりに尽力してまいります。

　当第１四半期連結累計期間の営業収益は、流通業およびレジャー・サービス業が減収となったものの、運輸業、

不動産業および建設業が増収となり、前第１四半期連結累計期間と比較して13.3％、1,341百万円増加し、11,435百

万円となりました。利益につきましては、営業利益は、前第１四半期連結累計期間と比較して88.6％、405百万円増

加し、862百万円となり、経常利益は、前第１四半期連結累計期間と比較して124.6％、535百万円増加し、965百万

円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第１四半期連結累計期間と比較して、457.9％、695百万円増

加し、846百万円となりました。

 

各セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

① (運輸業)

　運輸業におきましては、鉄軌道事業では、輸送人員の増加により、増収となりました。自動車事業では、平成27

年10月に実施した呉エリアの一部路線運行効率化に伴うダイヤ縮小などにより、減収となりました。海上運送業及

び索道業では、宮島来島者数の増加により、増収となりました。航空運送代理業では、平成27年４月の広島空港に

おける航空機事故の影響が緩和され、増収となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前第１四半期連結累計期間と比較して0.3％、14百万

円増加して5,542百万円となりましたが、営業利益は、原油価格の下落に伴う燃料費の減少があったものの、人件費

の増加や新車導入に伴う償却費の増加等の影響により、前第１四半期連結累計期間155百万円に対し、60.9％、94百

万円減少し、60百万円となりました。

 

② (流通業)

　流通業におきましては、マダムジョイ店舗では直営部門は利用客、売上ともに増加したものの、軽油単価の下落

による商事部門の売上高減少やテナント売上高減少の影響により、減収となりました。

　また、宮島口もみじ本陣においては、宮島来島者数の増加に伴い増収となりました。サービスエリアにおいて

EDINET提出書類

広島電鉄株式会社(E04123)

四半期報告書

 3/18



は、熊本地震で高速道路の通行量が減少した影響等で、減収となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前第１四半期連結累計期間と比較して3.3％、85百万

円減少し、2,505百万円となり、営業損益は、ほぼ前第１四半期連結累計期間並みの３百万円の営業損失となりまし

た。

 

③ (不動産業)

　不動産業におきましては、不動産賃貸業では、解体の着手が決定した広電第二タワービルのテナント退去による

賃料収入の減少により減収となり、不動産販売業では、「西風新都グリーンフォートそらの」の業務用地の販売が

あったため、増収となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前第１四半期連結累計期間と比較して175.4％、

1,379百万円増加し、2,166百万円となり、営業利益は、前第１四半期連結累計期間225百万円に対し、191.1％、431

百万円増加し、657百万円となりました。

 

 ④ (建設業)

　建設業におきましては、防災対策の公共工事が増加したことなどにより増収となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前第１四半期連結累計期間と比較して0.3％、３百万

円増加し、1,186百万円となり、粗利益率の改善などにより、営業利益は、前第１四半期連結累計期間19百万円に対

し、378.4％、73百万円増加し、93百万円となりました。

 

 ⑤ (レジャー・サービス業)

　レジャー・サービス業におきましては、ホテル業では、外国人旅行客や法人利用、ホテル会員の宿泊利用が増加

し、増収となりました。ゴルフ業では、利用者は増加したものの、一年会員入会費収入の減少により、減収となり

ました。ボウリング業では、健康ボウリング教室を精力的に開催したほか、ボウリングと食事のパック商品を新た

に販売するなど利用者増加の取組みを行いましたが、ゲームコーナーの縮小により、減収となりました。ゴルフ練

習場においては、シニア層の来客の減少により、減収となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前第１四半期連結累計期間と比較して0.7％、３百万

円減少し、499百万円となり、営業利益は、前第１四半期連結累計期間53百万円に対し、9.4％、5百万円減少し、48

百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間の財政状態は、総資産は、「現金及び預金」が761百万円減少したほか、当社「西風

新都グリーンフォートそらの」事業における業務用地の販売による「販売土地及び建物」の減少985百万円、工事負

担金等の未収金回収による流動資産「その他」の減少518百万円、保有する上場株式の時価下落に伴う「投資有価証

券」の減少553百万円などにより、前連結会計年度末と比較して2,698百万円の減少となりました。負債は、受託工

事に係る前受金の増加により流動負債「その他」が817百万円増加したものの、社債を含めた有利子負債が2,720百

万円減少したほか、前連結会計年度に行った設備投資に係る支払いなどによる「未払金」の減少1,377百万円によ

り、前連結会計年度末と比較して2,883百万円の減少となりました。純資産は、保有する上場株式の時価下落に伴い

「その他有価証券評価差額金」が379百万円減少したものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、前

連結会計年度末と比較して184百万円の増加となり、自己資本比率は1.5ポイント上昇の45.7%となりました。

 

(3) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、不動産業の主要設備「広電第二タワービル」を除却しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,891,000 60,891,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 60,891,000 60,891,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年６月30日 ─ 60,891,000 ─ 2,335 ─ 1,971
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 133,000
 

(相互保有株式)
普通株式 168,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 60,500,000
 

60,500 ―

単元未満株式 普通株式 90,000
 

― ―

発行済株式総数 60,891,000
 

― ―

総株主の議決権 ― 60,500 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権８個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、広島観光開発株式会社所有の相互保有株式942株及び当社所有の自己

株式132株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
広島電鉄株式会社

広島市中区東千田町二丁目
９番29号

133,000 ― 133,000 0.22

(相互保有株式)
広島観光開発株式会社

広島市中区東千田町二丁目
９番29号

168,000 ― 168,000 0.28

計 ― 301,000 ― 301,000 0.49
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,654 4,892

  受取手形及び売掛金 2,032 1,914

  販売土地及び建物 6,025 5,040

  未成工事支出金 168 157

  商品及び製品 168 176

  原材料及び貯蔵品 540 575

  その他 1,795 1,276

  貸倒引当金 △7 △7

  流動資産合計 16,376 14,024

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 15,652 15,441

   機械装置及び運搬具（純額） 5,350 5,084

   土地 42,647 42,910

   建設仮勘定 675 1,278

   その他（純額） 1,159 1,098

   有形固定資産合計 65,485 65,812

  無形固定資産   

   借地権 27 27

   その他 689 649

   無形固定資産合計 717 676

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,866 3,313

   長期貸付金 12 12

   退職給付に係る資産 1,741 1,683

   その他 958 937

   貸倒引当金 △66 △66

   投資その他の資産合計 6,512 5,880

  固定資産合計 72,715 72,369

 資産合計 89,092 86,393
 

 

EDINET提出書類

広島電鉄株式会社(E04123)

四半期報告書

 8/18



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,385 1,243

  短期借入金 10,331 8,057

  1年内償還予定の社債 329 329

  未払金 2,364 987

  未払法人税等 695 476

  未払消費税等 353 424

  未払費用 845 951

  預り金 1,157 1,287

  賞与引当金 1,163 1,845

  役員賞与引当金 31 29

  その他 2,140 2,958

  流動負債合計 20,798 18,590

 固定負債   

  社債 859 826

  長期借入金 10,418 10,003

  再評価に係る繰延税金負債 10,008 10,008

  退職給付に係る負債 1,313 1,331

  その他 5,429 5,182

  固定負債合計 28,028 27,353

 負債合計 48,827 45,943

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,335 2,335

  資本剰余金 1,976 1,976

  利益剰余金 10,947 11,490

  自己株式 △92 △92

  株主資本合計 15,166 15,709

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,184 804

  土地再評価差額金 22,514 22,514

  退職給付に係る調整累計額 487 458

  その他の包括利益累計額合計 24,186 23,777

 非支配株主持分 911 962

 純資産合計 40,265 40,449

負債純資産合計 89,092 86,393
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

営業収益 10,093 11,435

営業費   

 運輸業等営業費及び売上原価 7,731 8,633

 販売費及び一般管理費 1,905 1,938

 営業費合計 9,636 10,572

営業利益 457 862

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 59 168

 その他 23 21

 営業外収益合計 83 189

営業外費用   

 支払利息 80 56

 持分法による投資損失 11 12

 その他 18 17

 営業外費用合計 111 86

経常利益 429 965

特別利益   

 工事負担金等受入額 147 163

 受取補償金 - 253

 その他 6 9

 特別利益合計 154 426

特別損失   

 固定資産除却損 174 12

 減損損失 3 0

 特別損失合計 178 13

税金等調整前四半期純利益 405 1,378

法人税等 237 469

四半期純利益 167 909

非支配株主に帰属する四半期純利益 16 62

親会社株主に帰属する四半期純利益 151 846
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 167 909

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 445 △379

 退職給付に係る調整額 △35 △29

 持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

 その他の包括利益合計 410 △409

四半期包括利益 578 500

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 562 437

 非支配株主に係る四半期包括利益 16 62
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（連結の範囲の重要な変更）

当社は、当第１半期連結会計期間において、前連結会計年度まで連結子会社でありました広電興産株式会

社を吸収合併したため、同社を連結の範囲から除外しております。
 

 

（会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。
 

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

(税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。　
 

　

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当第１四半期連結会計期間から適用しております。　　
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　　　偶発債務

持分法適用関連会社の代理店契約にもとづく債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

ひろでん中国新聞旅行㈱  31百万円  31百万円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 726百万円  717百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 243 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
　
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
　

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 303 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額の内訳　普通配当４円00円　記念配当　１円00円

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日
後となるもの
該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

区分 運輸業 流通業 不動産業 建設業
レジャー・
サービス業

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２

営業収益         

  外部顧客への営業収益 5,525 2,331 658 1,078 499 10,093 ― 10,093

  セグメント間の内部営業

　収益又は振替高
1 259 128 105 3 498 △498 ―

計 5,527 2,591 786 1,183 503 10,592 △498 10,093

セグメント利益又は損失(△) 155 △3 225 19 53 450 7 457
 

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額７百万円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要なものがないため記載しておりません。
　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

区分 運輸業 流通業 不動産業 建設業
レジャー・
サービス業

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２

営業収益         

  外部顧客への営業収益 5,540 2,290 2,042 1,067 494 11,435 ― 11,435

  セグメント間の内部営業

　収益又は振替高
1 215 124 119 5 465 △465 ―

計 5,542 2,505 2,166 1,186 499 11,901 △465 11,435

セグメント利益又は損失(△) 60 △3 657 93 48 856 6 862
 

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額６百万円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要なものがないため記載しておりません。
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(企業結合等関係)

　　共通支配下の取引等

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　結合当事企業の名称　広電興産株式会社（当社の連結子会社）

　　事業の内容　不動産賃貸事業及びシステム開発事業

(2）企業結合日

　　平成28年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

　　当社を存続会社、広電興産株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

　　広島電鉄株式会社　

(5) その他取引の概要に関する事項

　当社グループにおける当社及び広電興産株式会社が営む不動産賃貸業及びシステム開発事業について、当社が一

括して営業活動を行うことにより、当該事業の効率的な経営を実現することを目的としたものであります。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準適用指針第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 2円50銭 13円96銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 151 846

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(百万円)

151 846

    普通株式の期中平均株式数(株) 60,660,182 60,657,821
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月10日

広島電鉄株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　髙山　裕三　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　下西　富男　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている広島電鉄株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、広島電鉄株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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